
​別記２​

​入札参加資格審査資料の提出について​

　入札説明書の６⑵ウの「入札参加資格の審査」に係る提出書類は次のとおり。​

​１　事後審査型一般競争入札参加資格確認申請書（審査様式１）​

​２　資本関係・人的関係調書（審査様式２）​

​３　事業所所在地及び警備業務を営むことを証する調書（審査様式３）​

　　本調書における記載事項の証として、次に掲げる書面を併せて提出すること。​

​⑴ 警備業の認定を受けたことを示すために主たる営業所に掲示する標識の写し、及び

​ウェブサイト上に掲示する標識を確認できるウェブサイト画面の写し（ウェブサイトを

​開設していない場合は、当該標識を事務室内等に掲示している画像の写し［警備業法第

​４条の規定に基づく認定を受けていることが確認できるもの。］）

​⑵ 営業所設置等に係る届出書の写し（警備業法第５条、第７条又は第９条の規定に基づ

​く関係書類の写しで、札幌市内の事業所であること、並びにその事業所の警備員指導教

​育責任者の届出内容が確認できるもの）

​⑶ 機械警備業務の履行に係る基地局、警備員待機所及び機械警備業務対象施設管内に関

​する届出書の写し

​⑷ 届出している警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る資格者証の写し

​⑸ 締結前交付書面（警備業法第19条に定める書面）

​⑹ 警備業の業務遂行に関する賠償責任保険証の写し

​４　契約実績調書（審査様式４）​

​本調書における記載事項の証として、契約書又は発注書その他発注者が発行した契約実​

​績を証するものの写しを併せて提出すること。なお、契約実績とは、入札告示日を起点と​

​した過去５年間において、施設警備及び機械警備の履行実績がそれぞれ１年以上(日常的に​

​業務の履行を行うものに限る) のもの(１契約に双方の仕様が含まれているものも可)をい​

​う。なお、アの案件以外の案件にあっては、機械警備の履行実績のみとする。​

​５　アの案件(常駐警備との併用)のみの要件​

​⑴ 上記３⑴の主たる営業所が社会保険適用事業所及び労働保険加入事業所であることを

​証するものとして、入札告示日前後に納付期限を迎える次の保険料の納付証書(領収書)

​又は領収済通知書(ハガキ※)の写し。なお、対象となる納付証書(領収書)等は、通常の

​納付サイクルに基づく納期内納付のものに限る。（詳細は３～４頁を参照）

ア 被用者(健康､厚生年金､介護)保険料にあっては次に掲げる３カ月分の領収書等写し

ａ　令和８年４月分保険料(納付期限:令和８年６月１日)

ｂ　令和８年５月分保険料(納付期限:令和８年６月３０日)

ｃ　令和８年６月分保険料(納付期限:令和８年７月３１日)

​1​



​　　イ　労働保険料にあっては、次に掲げる納付方法に応じた領収書等写し​

​　ａ　口座振替以外の納付にあっては次のいずれか​

​　　​​▶​​全期分一括納付：令和８年度の全期(令和８年７月１０日納付期限)​

​　　​​▶​​３期の分割納付：令和７年度第２期から令和８年度第１期までの３期分(計３枚)​

​　　ｂ　口座振替による納付の場合にあっては次のいずれか​

​　　　▶​​全期分一括振替：令和７年度の全期(振替月:令和７年９月)​

​　　　​​▶​​３期の分割振替：令和７年度第１期から令和７年度第３期までの３期分(計３枚)​

​ｃ　 労働保険事務組合に委託している事業者​

​　​​▶​​３期の分割納付：令和７年度第１期から第３期までの３期分（計３枚）​

​※領収済通知書（ハガキ）などの領収証書（領収書）が未着の場合や、納付手続​

​(Pay-easy)の関係から提出できないときは、それに代えて請求額及び納付済である​

​ことが分かるもの（納付通知書、預金明細書、ウェブサイトの画面など）の写しと​

​する。​

​※納付期限日が休日等にあたる場合は、翌日以降の最初の営業日​

​　⑵　特定個人情報等取扱安全管理基準適合申出書(審査様式５)​

​　　　書面提出後、当該書面に基づき特定個人情報等取扱安全管理基準適合評価を行い、そ​

​　　の結果｢適合していること。｣が認められることが要件となる。​

​６　参考見積書(詳細は別記３参照)​

​　提出期限：​​令和８年７月３日(金)16時00分（送付の場合は必着のこと。）​

​　　​​※必ず参加希望の案件毎に提出すること。​
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​【​​参考】　労働保険料における納付方法別の提出書類について​

​●納付書払　＜納付書・領収証書（写）＞​

​送付された労働保険料の納付書にて金融機関の窓口で納付された場合は、領収印が押印さ​

​れた領収証書の写しを提出してください。​

​【提出にあたっての留意事項】​

​１　​​提出対象の領収証書等は、​​通常の納付サイクルに基づく納期内納付のもの​​に限る​​。​

​２　労働保険料の​​全期分を申告と同時に一括して７月に納付している場合は、領収証書等​

​(写)のほか労働保険料に係る申告書(写)を提出​​すること。​

​３　​​納入者の住所は、本店又は札幌市内の支店等のもの​​とします。なお、納入者について​

​は、厚生労働省で公表している「労働保険適用事業場検索」にて確認する。​

​●口座振替　＜口座振替結果のお知らせ はがき（写）＞​

​「労働保険料等に係る口座振替結果のお知らせ」の写しを提出してください。​
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​【提出にあたっての留意事項】​

​　領収済通知書(ハガキ)の書面が、未着につき提出できないときは、それに代えて請求額及び​

​納付済であることが分かる書類〔納付書(前頁の｢図１｣の領収印の無いもの)及び預金明細書)の​

​写しを提出すること。なお、預金明細書を提出する際、​​対象となる保険料の預金振替額以外の​

​項目は｢黒塗り｣すること​​。​

​●Pay-easy（ペイジー）に対応したインターネットバンキング等による電子納付​​　​​＜納付書・​

​領収証書（写）、預金明細書等＞​

​送付された​​労働保険料の納付書(前頁の｢図１｣の領収印の無いのもの)の写しと、電子納付​

​した結果を記したＷＥＢサイトの画面コピーや預金明細書など納付の事実がわかる書類を提​

​出すること。​​なお、ＷＥＢサイトの画面コピーや預金明細書を提出する際、​​対象となる保険​

​料の納付額や預金振替額以外の項目は「黒塗り」すること​​。​

​●労働保険事務組合へ事務を委託している場合　＜労働保険事務組合の領収書 はがき（写）＞​

​　労働保険事務組合が発行する領収書（はがき等）の写しを提出してください。​

​【提出様式例その１】​ ​【提出様式例その２】​

​●その地注意事項​

​１　上記事項及び次項にあっては、​​被用者(健康･年金･介護等)保険料の領収証書等(写)につ​

​いても同様の取扱い​​となります。​

​２　次に掲げる事項に該当する領収証書等(写)にあっては、入札告示第７項⑸｢入札の無効｣​

​に定める｢入札に関わる条件に違反した入札｣に該当する入札として､入札を無効とします。​

​　　なお、​​領収証書(領収書)の紛失など事由の如何にかかわらず、領収証書等(写)が提出で​

​きない場合も、同様に入札を無効​​とする。​

​ア　労働保険料等納付証明書(納付方法によっては、入札書提出期限直前の保険料の納付確​

​認が、関係機関で確認できない場合があるため)​

​イ　入札告示等で指定した対象保険料とは異なるもの​

​ウ　​​納付目的が空欄となっているなどで対象保険料が確認できないもの​

​エ　​​滞納による分納など通常の納付サイクル​​に基づく納期内納付のものと異なる領収証書​
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